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す
る
と
と
も
に
、
徴
収
猶
予
の
申

請
の
手
続
き
に
関
し
て
必
要
事

項
の
追
加
等
所
要
の
改
正
を
行

う
も
の
。

●
和
泊
町
国
民
健
康
保
険
税
条

例
等
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
の

制
定

　

規
定
す
る
用
語
を
新
表
記
に

す
る
と
と
も
に
、
課
税
額
の
原
則

規
定
に
基
づ
き
所
要
の
改
正
を

行
う
も
の
。

●
和
泊
町
立
認
定
こ
ど
も
園
の

運
営
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改

正
す
る
条
例
の
制
定

　

和
泊
町
立
認
定
こ
ど
も
園
の

教
育
標
準
時
間
認
定
に
係
る
長

期
休
日
を
明
記
す
る
た
め
の
改

正
を
行
う
も
の
。

●
和
泊
町
指
定
地
域
密
着
型
サ

ー
ビ
ス
の
事
業
の
人
員
、
設
備

及
び
運
営
等
の
基
準
に
関
す
る

条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
の

制
定

　

介
護
保
険
法
施
行
規
則
等
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令
が
公
布
さ

れ
、
指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ

ス
の
事
業
の
人
員
、
設
備
及
び

運
営
に
関
す
る
基
準
が
改
正
さ

れ
た
こ
と
に
伴
い
、
介
護
保
険

運
営
協
議
会
の
意
見
を
踏
ま
え
、

●
地
方
公
務
員
法
及
び
独
立
行

政
法
人
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律
の
施
行
に
伴
う
関
係
条
例
の

整
備
に
関
す
る
条
例
の
制
定

　

地
方
公
務
員
法
の
一
部
改
正
に

よ
り
、
分
限
処
分
で
あ
る
降
給

に
つ
い
て
明
確
化
す
る
必
要
が
生

じ
た
た
め
の
改
正
の
ほ
か
、
関
係

条
例
に
つ
い
て
所
要
の
改
正
を
す

る
も
の
。

●
学
校
教
育
法
等
の
一
部
を
改
正

す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関
係

条
例
の
整
備
に
関
す
る
条
例

　

学
校
教
育
法
の
一
部
改
正
に
よ

り
、
義
務
教
育
学
校
を
新
た
な

学
校
の
種
類
と
し
て
規
定
す
る

た
め
、
関
係
条
例
に
つ
い
て
所
要

の
改
正
を
す
る
も
の
。

●
和
泊
町
職
員
の
退
職
管
理
に

関
す
る
条
例
の
制
定

　

地
方
公
務
員
法
及
び
地
方
独

立
行
政
法
人
法
の
一
部
を
改
正
す

る
法
律
の
施
行
に
伴
い
、
退
職
管

理
の
適
正
の
確
保
の
た
め
条
例

を
制
定
。

●
和
泊
町
子
ど
も
医
療
費
助
成

条
例
の
制
定

　

既
存
条
例
を
廃
止
し
、
新
た

に
子
ど
も
に
か
か
る
医
療
費
助

成
金
の
支
給
対
象
年
齢
を
15
歳

●
和
泊
町
行
政
不
服
審
査
会
条

例
の
制
定

　

行
政
不
服
審
査
法
の
改
正
に

伴
い
、
新
た
に
設
置
す
る
和
泊

町
行
政
不
服
審
査
会
の
組
織
及

び
運
営
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て

条
例
を
制
定
。

●
和
泊
町
行
政
不
服
審
査
法
の

規
定
に
よ
る
提
出
資
料
等
の
写

し
等
の
交
付
に
係
る
手
数
料
に

関
す
る
条
例
の
制
定

　

行
政
不
服
審
査
法
の
改
正
に

伴
い
、
規
定
に
よ
る
提
出
書
類

等
・
提
出
資
料
の
写
し
の
交
付
に

つ
き
、
徴
収
す
る
手
数
料
に
つ
い

て
条
例
を
制
定
。

●
行
政
不
服
審
査
法
の
施
行
に

伴
う
関
係
条
例
の
整
備
に
関
す

る
条
例
の
制
定

　

行
政
不
服
審
査
法
の
改
正
に

よ
り
、
不
服
申
立
て
の
手
続
き
を

審
査
請
求
に
一
元
化
し
た
こ
と
等

に
つ
い
て
関
係
条
例
に
つ
い
て
所

要
の
改
正
を
行
い
整
備
す
る
も

の
。

に
達
す
る
日
以
後
の
最
初
の
３

月
31
日
ま
で
の
間
に
あ
る
子
ど

も
ま
で
拡
充
す
る
こ
と
に
よ
り
、

子
ど
も
福
祉
の
増
進
を
図
る
た

め
条
例
を
制
定
。

●
和
泊
町
農
産
物
加
工
セ
ン
タ

ー
の
設
置
及
び
管
理
に
関
す
る

条
例
の
制
定

　

和
泊
町
農
産
物
加
工
セ
ン
タ

ー
の
設
置
に
伴
い
、
施
設
の
適
正

な
運
営
と
有
効
活
用
を
図
る
た

め
、
条
例
を
制
定
。

●
和
泊
町
空
き
家
等
対
策
の
推

進
に
関
す
る
条
例
の
制
定

　

空
き
家
等
対
策
の
推
進
に
関

す
る
特
別
措
置
法
の
施
行
に
伴

い
、
従
来
の
和
泊
町
空
き
家
等

の
適
正
管
理
に
関
す
る
条
例
を

廃
止
し
、
法
に
準
じ
た
空
き
家

等
対
策
の
推
進
を
図
る
た
め
に

条
例
を
制
定
。

●
和
泊
町
課
等
設
置
条
例
の
一

部
を
改
正
す
る
条
例
の
制
定

　

情
報
政
策
室
に
つ
い
て
所
期

の
目
的
を
達
成
し
た
こ
と
に
よ

り
業
務
を
企
画
課
へ
統
合
す
る

た
め
条
例
を
改
正
す
る
も
の
。

●
和
泊
町
税
条
例
の
一
部
を
改

正
す
る
条
例
の
制
定

　

規
定
す
る
用
語
を
新
表
記
に

可
決
さ
れ
た議

案
事
項

条
例

平成28年第１回定例会
３月８日から16日まで９日間にわたって開催、上程された一部(陳
情）を除く、議案の全てを可決しました。



平成28年4月25日発行／第131号③ 和泊町議会だより

３
号
）

　

歳
入
で
、
共
同
事
業
交
付
金

及
び
保
険
税
の
増
額
等
、
県
支

出
金
の
減
額
等
、
歳
出
で
、
保

険
給
付
費
の
増
額
等
、
総
務
費

及
び
共
同
事
業
拠
出
金
の
減
額

等
の
予
算
措
置
。

　

歳
入
歳
出
予
算
総
額
そ
れ
ぞ

れ
12
億
９
，
９
１
０
万
円
。

●
平
成
27
年
度
和
泊
町
介
護
保

険
特
別
会
計
補
正
予
算
（
第
３

号
）

　

歳
入
で
、
繰
入
金
の
増
額
及

び
国
庫
支
出
金
の
減
額
等
、
歳

出
で
、
保
険
給
付
費
の
増
額
等

の
予
算
措
置
。

　

歳
入
歳
出
予
算
総
額
そ
れ
ぞ

れ
９
億
１
，
７
３
８
万
円
。

●
平
成
27
年
度
和
泊
町
後
期
高

齢
者
医
療
特
別
会
計
補
正
予
算

（
第
２
号
）

　

歳
入
で
医
療
保
険
料
の
減
額
、

歳
出
で
保
健
事
業
費
の
減
額
等

の
予
算
措
置
。

　

歳
入
歳
出
予
算
総
額
そ
れ
ぞ

れ
８
，
１
６
２
万
円
。

●
平
成
27
年
度
和
泊
町
下
水
道

事
業
特
別
会
計
補
正
予
算
（
第

３
号
）

　

人
事
院
勧
告
に
伴
う
給
与
改

所
要
の
改
正
を
行
う
も
の
。

●
和
泊
町
指
定
地
域
密
着
型
介

護
予
防
サ
ー
ビ
ス
の
事
業
の
人

員
、
設
備
及
び
運
営
等
の
基
準

に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す

る
条
例

　

介
護
保
険
法
施
行
規
則
等
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令
が
公
布
さ

れ
、
指
定
地
域
密
着
型
介
護
予

防
サ
ー
ビ
ス
の
事
業
の
人
員
、
設

備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
が

改
正
さ
れ
た
こ
と
に
伴
い
、
介
護

保
険
運
営
協
議
会
の
意
見
を
踏

ま
え
、所
要
の
改
正
を
行
う
も
の
。

金
額
は
、
千
円
単
位
四
捨
五
入

●
平
成
27
年
度
和
泊
町
一
般
会

計
補
正
予
算
（
第
６
号
）

　

歳
入
で
、
町
税
、
国
庫
支
出

金
及
び
県
支
出
金
の
増
額
、
繰

入
金
及
び
町
債
の
減
額
等
、
歳

出
で
、
農
林
水
産
業
費
及
び
商

工
費
の
増
額
、
民
生
費
及
び
教

育
費
の
減
額
等
の
予
算
措
置
。

　

歳
入
歳
出
予
算
総
額
そ
れ
ぞ

れ
65
億
１
，
５
９
５
万
円
。

●
平
成
27
年
度
和
泊
町
国
民
健

康
保
険
特
別
会
計
補
正
予
算
（
第

定
に
よ
る
予
算
措
置
。

　

歳
入
歳
出
予
算
総
額
そ
れ
ぞ

れ
２
億
１
，
５
７
２
万
円
。

●
平
成
27
年
度
和
泊
町
農
業
集

落
排
水
事
業
特
別
会
計
補
正
予

算
（
第
３
号
）

　

人
事
院
勧
告
に
伴
う
給
与
改

定
に
よ
る
予
算
措
置
。

　

歳
入
歳
出
予
算
総
額
そ
れ
ぞ

れ
２
億
９
，
５
０
３
万
円
。

●
和
泊
町
か
ん
が
い
用
取
水
施

設
の
指
定
管
理
者
の
指
定

　

和
泊
町
公
の
施
設
に
係
る
指

定
管
理
者
の
指
定
手
続
等
に
関

す
る
条
例
第
５
条
の
規
定
に
よ

り
、
施
設
設
置
字
及
び
施
設
利

用
字
を
指
定
管
理
者
に
指
定
し

よ
う
と
す
る
も
の
。

●
物
品
購
入
契
約
の
締
結

　

マ
イ
ク
ロ
バ
ス
の
老
朽
化
に
伴

い
、
新
た
に
購
入
す
る
も
の
。

●
工
事
請
負
変
更
契
約
の
締
結

（
和
泊
休
憩
施
設
整
備
工
事
１
工

区
）

　

工
事
量
の
増
に
よ
り
、
変
更

契
約
を
締
結
す
る
必
要
が
生
じ

た
た
め
、
工
事
請
負
変
更
契
約

を
締
結
す
る
も
の
。

●
沖
永
良
部
バ
ス
企
業
団
規
約

の
変
更

　

沖
永
良
部
バ
ス
企
業
団
規
約

を
変
更
す
る
こ
と
に
つ
い
て
地
方

自
治
法
第
２
９
０
条
の
規
定
に

よ
り
議
会
の
議
決
を
求
め
る
も

の
。

●
和
泊
町
過
疎
地
域
自
立
促
進

計
画
の
策
定

　

現
行
の
計
画
の
事
業
期
間
が

平
成
27
年
度
ま
で
と
な
っ
て
お

り
、
引
き
続
き
自
立
促
進
に
向

け
て
取
り
組
む
た
め
に
平
成
28

年
度
か
ら
32
年
度
ま
で
和
泊
町

過
疎
地
域
自
立
促
進
計
画
を
策

定
す
る
も
の
。

●
和
泊
町
辺
地
に
係
る
総
合
整

備
計
画
の
変
更

　

事
業
の
追
加
等
が
生
じ
た
た

め
、
辺
地
に
係
る
公
共
的
施
設

の
総
合
整
備
の
た
め
の
財
政
上

の
特
別
措
置
等
に
関
す
る
法
律

第
３
条
第
８
項
の
規
定
に
基
づ

き
変
更
す
る
も
の
。

●
軽
度
外
傷
性
脳
損
傷
・
脳
し

ん
と
う
の
周
知
と
予
防
、
そ
の

危
険
性
や
予
後
の
相
談
の
出
来

る
窓
口
な
ど
の
設
置
を
求
め
る

陳
情

●
精
神
障
が
い
者
の
交
通
運
賃

割
引
を
求
め
る
意
見
書
提
出
を

求
め
る
陳
情
書

●
軽
度
外
傷
性
脳
損
傷
・
脳
し

ん
と
う
の
周
知
と
予
防
、
そ
の

危
険
性
や
予
後
の
相
談
の
出
来

る
窓
口
な
ど
の
設
置
を
求
め
る

意
見
書

●
精
神
障
害
者
の
交
通
運
賃
割

引
を
求
め
る
意
見
書

●
和
泊
町
議
会
委
員
会
条
例
の

一
部
を
改
正
す
る
条
例
の
制
定

　

和
泊
町
課
等
設
置
条
例
の
一

部
を
改
正
す
る
条
例
の
制
定
に

伴
い
、所
要
の
改
正
を
行
う
も
の
。

補
正
予
算

契
約
案
件

陳
情
・
発
議

そ
の
他

指
定
管
理
案
件

発
議
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現
在
の
財
政
状
況
は
今

後
の
行
政
推
進
に
ど
の

よ
う
な
影
響
を
与
え
る
の
か

経
常
収
支
比
率
が
高
い

と
財
政
の
弾
力
性
が
失

わ
れ
、
突
発
的
な
財
政
需
要
に

対
応
で
き
な
く
な
る
可
能
性
が

あ
り
、
実
質
公
債
費
比
率
が
18

％
以
上
と
な
る
と
地
方
債
の
起

債
が
県
知
事
と
の
協
議
か
ら
県

知
事
の
許
可
に
変
更
と
な
り
、

25
％
以
上
と
な
る
と
一
部
の
地
方

債
の
起
債
が
制
限
さ
れ
る
な
ど

の
影
響
が
あ
る
が
、
現
在
の
財
政

状
況
が
直
ち
に
本
町
の
行
政
推

進
に
影
響
を
与
え
る
こ
と
は
な
い

と
考
え
て
い
る
。

　

し
か
し
、
平
成
30
年
度
か
ら

予
定
さ
れ
て
い
る
新
庁
舎
建
設

事
業
費
の
支
払
い
が
開
始
さ
れ

る
と
、
経
常
収
支
比
率
や
実
質

公
債
費
比
率
が
高
く
な
る
こ
と

が
予
想
さ
れ
、
第
５
次
総
合
振

興
計
画
や
和
泊
町
総
合
戦
略
等

に
基
づ
く
事
業
が
効
率
的
及
び

効
果
的
に
実
施
で
き
る
よ
う
、

今
年
度
策
定
す
る
行
財
政
改
革

大
綱
に
基
づ
き
財
政
健
全
化
に

取
り
組
ん
で
い
く
。

高
を
指
標
化
し
、
将
来
財
政
を
圧

迫
す
る
可
能
性
の
度
合
い
を
表

す
将
来
負
担
比
率
が
１
４
１
・
７

％
と
な
っ
て
お
り
、
こ
れ
ら
３
つ

の
財
政
指
標
に
つ
い
て
県
内
で
最

も
高
い
数
値
と
な
っ
て
い
る
。

　

財
政
指
標
の
高
い
主
な
要
因

は
、
公
共
下
水
道
整
備
や
町
道
の

整
備
・
改
良
、
土
地
改
良
事
業
、

有
線
テ
レ
ビ
デ
ジ
タ
ル
化
な
ど

過
去
の
大
型
公
共
事
業
の
財
源

と
し
て
借
入
し
た
地
方
債
の
元
利

償
還
金
が
あ
り
、
公
共
事
業
に

よ
っ
て
整
備
し
た
イ
ン
フ
ラ
資
産

は
、
地
方
債
に
比
例
し
て
他
団
体

よ
り
も
多
く
所
有
し
て
お
り
、
住

民
一
人
あ
た
り
の
資
産
額
は
県
内

で
も
高
い
水
準
と
な
っ
て
い
る
。

　

し
か
し
、
財
政
指
標
が
高
い
状

況
は
好
ま
し
く
な
い
こ
と
か
ら
、

平
成
27
年
度
か
ら
５
年
間
を
財

政
健
全
化
対
策
（
集
中
）
期
間

と
し
て
、
経
常
収
支
比
率
等
の
改

善
に
取
り
組
ん
で
お
り
、
平
成
28

年
度
当
初
予
算
に
お
い
て
も
、
経

常
経
費
の
削
減
と
普
通
建
設
事

業
の
見
直
し
に
取
り
組
ん
だ
。

財
政
に
つ
い
て

本
町
の
財
政
状
況
が
悪

化
し
て
い
る
と
の
報
道

等
が
あ
る
が
、
そ
の
実
状
は
ど

の
よ
う
に
な
っ
て
い
る
の
か
。

財
政
状
況
の
実
状
は
、

新
聞
報
道
や
県
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
等
で
公
表
の
と
お
り
、
平

成
26
年
度
決
算
に
お
い
て
、
地

方
自
治
体
の
財
政
構
造
の
弾
力

性
を
表
す
経
常
収
支
比
率
が
97
・

０
％
、
地
方
債
の
返
済
及
び
こ
れ

に
準
じ
る
額
の
財
政
負
担
の
度

合
い
を
判
断
す
る
指
標
を
表
す

実
質
公
債
費
比
率
が
16
・
６
％
、

特
別
会
計
や
損
失
補
償
を
行
っ

て
い
る
出
資
法
人
等
に
係
る
も

の
も
含
め
、
地
方
公
共
団
体
の
一

般
会
計
等
の
借
入
金
（
地
方
債
）

や
将
来
支
払
っ
て
い
く
可
能
性
の

あ
る
負
担
等
の
現
時
点
で
の
残

●
畑
か
ん
の
水
使
用
料
金
に
関

す
る
陳
情
書
（
経
済
建
設
常
任

委
員
会
付
託
）

●
平
成
28
年
度
一
般
会
計
及
び

各
特
別
会
計
・
水
道
事
業
会
計

の
８
会
計
は
原
案
可
決
。

（
詳
細
は
8
Ｐ
に
掲
載
）

一　般　質　問
平成28年（3月）第1回議会定例会

桂　弘一議員

本
町
財
政
悪
化
の
実
状
は

平
成
28
年
度
予
算

問

問

答

答

閉
会
中
の
継
続
審
査

と
し
た
陳
情
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あ
り
、
事
業
可
能
性
に
つ
い
て

調
査
・
検
討
を
行
う
た
め
、
総

合
体
育
館
建
設
に
関
す
る
可
能

性
調
査
事
業
を
実
施
し
て
お
り
、

そ
の
調
査
結
果
を
踏
ま
え
、
今

後
の
建
設
計
画
を
ま
と
め
て
い

く
。　

　

し
か
し
、
新
庁
舎
の
建
設
を

優
先
し
て
整
備
す
る
た
め
、
総

合
体
育
館
の
建
設
計
画
は
、
多

額
の
資
金
を
要
す
る
新
庁
舎
建

設
後
の
財
政
状
況
を
十
分
考
慮

す
る
必
要
が
あ
る
と
考
え
て
お

り
、
新
庁
舎
建
設
後
に
改
め
て

具
体
的
な
検
討
を
行
う
。

総
合
グ
ラ
ウ
ン
ド
建
設

計
画
の
進
捗
状
況
は
ど

の
よ
う
に
な
っ
て
い
る
か
。

様
々
な
ス
ポ
ー
ツ
活
動

の
拠
点
と
な
る
施
設
と

し
て
総
合
体
育
館
や
総
合
グ
ラ

ウ
ン
ド
の
整
備
が
求
め
ら
れ
て

お
り
、
優
先
順
位
は
総
合
体
育

館
を
先
に
整
備
す
べ
き
と
考
え

て
い
る
。　

　

総
合
グ
ラ
ウ
ン
ド
の
建
設
計

画
に
つ
い
て
現
段
階
で
は
計
画
の

策
定
は
な
さ
れ
て
い
な
い
。

町
民
運
動
広
場
隣
接
道

路
の
違
法
駐
車
に
つ
い

て
は
ど
の
よ
う
な
改
善
を
図
っ

て
い
く
の
か
。

町
民
運
動
広
場
に
は
、

そ
の
周
辺
に
指
定
の
駐

車
場
を
４
か
所
設
け
て
あ
る
。
町

民
体
育
大
会
な
ど
の
大
イ
ベ
ン

ト
を
開
催
す
る
際
に
は
、
芝
生
グ

ラ
ウ
ン
ド
を
臨
時
の
駐
車
場
と

し
て
活
用
す
る
と
と
も
に
、
校
舎

前
の
芝
生
グ
ラ
ウ
ン
ド
の
ほ
か
、

近
く
の
牧
草
地
を
借
用
す
る
な

ど
し
て
対
応
し
て
い
る
。
ま
た
、

交
通
整
理
員
を
配
置
し
交
通
安

全
を
喚
起
す
る
と
と
も
に
町
民

に
対
し
相
乗
り
を
呼
び
か
け
る

な
ど
の
対
策
を
と
っ
て
い
る
。　

　

今
後
の
対
策
と
し
て
、
城
ケ

丘
中
学
校
の
校
舎
前
の
グ
ラ
ウ

ン
ド
を
臨
時
の
駐
車
場
と
し
て

活
用
で
き
る
よ
う
に
す
る
と
と

も
に
、
相
乗
り
や
必
要
に
応
じ
た

送
迎
の
呼
び
か
け
を
行
う
。
あ

わ
せ
て
、
利
用
者
の
駐
車
モ
ラ
ル

を
喚
起
す
る
と
と
も
に
大
会
主

催
者
と
も
連
携
を
と
り
、
地
域

住
民
の
通
行
に
迷
惑
の
か
か
ら

な
い
大
会
運
営
が
で
き
る
よ
う

努
め
る
。

税
外
収
入
の
状
況
は
ど

の
よ
う
に
な
っ
て
い
る

か
。

税
収
以
外
の
歳
入
と
し

て
、
一
般
会
計
は
、
大
き

な
も
の
で
、
農
地
整
備
事
業
に
伴

う
農
家
の
負
担
金
や
こ
ど
も
園

の
保
育
料
、
ま
た
、
有
線
テ
レ
ビ

使
用
料
や
町
営
住
宅
の
使
用
料

等
が
あ
り
、
そ
の
他
と
し
て
、
町

有
財
産
に
係
る
収
入
や
寄
附
金

収
入
、
各
課
所
管
事
務
に
お
け

る
雑
収
入
等
が
あ
る
。

　

ま
た
、
特
別
会
計
等
は
、
水

道
使
用
料
や
下
水
道
使
用
料
等

が
大
き
な
収
入
に
な
る
と
考
え

て
い
る
。

　

本
町
の
財
政
は
、
国
・
県
の
予

算
等
地
方
財
政
対
策
の
影
響
を

強
く
受
け
る
脆
弱
な
財
政
構
造

の
な
か
、
町
税
収
入
が
伸
び
悩

む
一
方
で
、
こ
れ
ま
で
産
業
振
興

の
た
め
の
各
種
施
策
や
社
会
資

本
の
整
備
等
、
町
民
福
祉
向
上

に
向
け
た
事
業
を
推
進
し
て
き

た
結
果
、
財
政
状
況
が
悪
化
し

て
き
て
い
る
。

　

そ
の
よ
う
な
状
況
の
中
、
町

税
の
徴
収
率
向
上
と
税
外
収
入

の
安
定
的
な
確
保
に
向
け
た
対

策
が
重
要
と
考
え
て
お
り
、
関

係
課
は
、
滞
納
整
理
強
化
に
よ

る
未
収
金
回
収
を
関
係
機
関
と

連
携
し
な
が
ら
強
化
し
て
お
り
、

今
後
も
公
平
負
担
の
意
識
改
革

を
図
る
観
点
か
ら
、
引
き
続
き

強
く
取
り
組
ん
で
い
く
。

　

ま
た
、
貴
重
な
財
源
と
な
る

「
ふ
る
さ
と
納
税
寄
附
金
」
も
、

平
成
28
年
度
か
ら
、
新
た
な
取

り
組
み
と
し
て
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ

ト
を
活
用
し
た
納
税
も
積
極
的

に
取
り
組
ん
で
い
く
。

自
主
財
源
の
確
保
に
つ

い
て
ど
の
よ
う
に
考
え

て
い
る
か
。

本
町
の
平
成
28
年
度

の
当
初
予
算
に
お
け

る
自
主
財
源
は
、
11
億
８
，

１
９
８
万
４
千
円
で
対
前
年
度

比
７
，
２
２
０
万
２
千
円
の
減

額
と
な
っ
て
い
る
が
、
こ
れ
は

歳
出
全
体
の
減
額
に
よ
り
、
財

政
調
整
基
金
か
ら
の
繰
入
金
の

減
額
計
上
が
主
な
要
因
で
あ
り
、

自
主
財
源
の
要
で
あ
る
町
税
も
、

約
２
２
８
万
円
減
額
の
５
億
２
，

０
８
５
万
円
と
な
っ
て
い
る
。

　

自
主
財
源
の
確
保
は
、
本
町

の
財
政
状
況
を
考
え
る
と
大
き

な
課
題
で
あ
り
、
現
在
策
定
中

の
「
第
７
次
行
財
政
改
革
大
綱
」

の
中
で
も
、
財
政
基
盤
の
強
化
を

図
る
実
施
項
目
の
ひ
と
つ
と
し
て

重
点
的
に
推
進
し
、
税
金
等
の

納
付
意
識
の
啓
発
、
滞
納
処
分

の
早
期
着
手
に
努
め
、
債
権
の

差
押
等
の
滞
納
整
理
を
積
極
的

に
実
施
す
る
こ
と
で
徴
収
率
の

向
上
を
図
る
。

　

ま
た
、
私
債
権
の
悪
質
滞
納

は
、
強
制
執
行
等
を
積
極
的
に

取
り
入
れ
、
滞
納
者
へ
の
債
権
回

収
の
強
化
に
よ
る
自
主
財
源
の

確
保
に
努
め
る
と
と
も
に
経
常

経
費
節
減
に
向
け
た
取
り
組
み

も
あ
わ
せ
な
が
ら
、
健
全
な
財

政
運
営
に
努
め
て
い
く
。

総
合
体
育
館
施
設
の
建
設
に

つ
い
て総

合
体
育
館
建
設
計
画

の
進
捗
状
況
は
ど
の
よ

う
に
な
っ
て
い
る
か
。

こ
れ
ま
で
建
設
実
行
委

員
会
を
組
織
し
、
建
設

に
向
け
た
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
を

実
施
す
る
と
と
も
に
建
設
検
討

の
た
め
の
調
査
業
務
の
提
案
が

問

問

問

問

問

答

答

答

答

答
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平
成
29
年
度
か
ら
供
給
で
き
る

見
込
み
。

　

今
後
も
安
定
し
て
供
給
で
き

る
よ
う
関
係
機
関
と
の
協
力
体

制
を
構
築
し
、
引
き
続
き
防
風

対
策
を
推
進
し
て
い
く
。

畜
産
振
興
に
つ
い
て

子
牛
価
格
が
高
値
で
推

移
し
て
い
る
中
、
増
頭

を
考
え
て
い
る
生
産
者
に
お
い

て
は
、
牛
舎
が
手
狭
と
な
り
多

頭
飼
育
に
踏
み
出
せ
な
い
状
況

に
あ
る
が
、
牛
舎
建
設
に
対
す

る
補
助
制
度
は
な
い
の
か
。

牛
舎
建
設
に
対
す
る
補

助
制
度
は
、
畜
産
基
盤

再
編
総
合
整
備
事
業
や
畜
産
ク

ラ
ス
タ
ー
事
業
、
肉
用
牛
経
営

安
定
対
策
保
管
事
業
で
農
協
が

実
施
し
て
い
る
簡
易
牛
舎
整
備

な
ど
が
あ
る
。

　

畜
産
基
盤
再
編
総
合
整
備
事

業
は
、
平
成
28
年
度
は
実
施
計

画
の
策
定
作
業
が
行
わ
れ
る
予

定
で
あ
る
。
現
在
の
と
こ
ろ
本
町

は
３
件
が
事
業
実
施
見
込
み
で

あ
る
。

　

畜
産
ク
ラ
ス
タ
ー
事
業
は
、
こ

れ
ま
で
事
業
参
加
要
件
が
法
人

畑
か
ん
の
料
金
設
定
に
つ
い

て

本
島
以
外
の
市
町
村
で

は
基
本
料
金
の
み
で
あ

り
、
水
使
用
料
に
つ
い
て
は
、
使

い
放
題
で
あ
る
。
農
業
立
町
を

宣
言
し
て
い
る
本
町
農
業
発
展

の
た
め
、
他
市
町
村
の
よ
う
な

料
金
設
定
に
で
き
な
い
か
。

沖
永
良
部
土
地
改
良
区

理
事
の
皆
さ
ん
へ
そ
の
旨

を
伝
え
、
料
金
設
定
に
つ
い
て
理

事
会
に
お
い
て
検
討
す
る
。

ふ
る
さ
と
納
税
に
つ
い
て

財
政
難
の
折
、
思
い
切

っ
た
施
策
を
打
ち
出
し
、

制
度
の
活
性
化
を
図
れ
な
い
か
。

積
極
的
に
取
り
組
む
。

医
療
福
祉
に
つ
い
て

総
予
算
に
占
め
る
医
療
・

福
祉
費
の
割
合
と
透
析

患
者
の
人
数
、
経
費
は
い
く
ら

か
。
ま
た
、
デ
イ
ケ
ア
の
費
用
は

い
く
ら
か
。

ら
飼
料
作
物
や
キ
ビ
作
が
主
と

な
っ
て
い
る
が
、
強
い
季
節
風
で

は
塩
害
も
伴
い
、
こ
れ
ら
の
作

物
が
枯
れ
る
状
態
に
あ
る
こ
と

か
ら
、
防
風・防
潮
対
策
と
し
て
、

防
風
林
を
植
栽
で
き
な
い
か
。

今
年
度
は
６
千
本
以
上

の
防
風
苗
を
農
家
へ
供

給
し
た
が
、
多
く
の
苗
が
植
栽

後
、
枯
れ
て
い
る
。

　

対
策
と
し
て
北
海
岸
で
は
潮

風
害
に
強
い
樹
種
を
推
進
す
る

適
地
適
植
栽
及
び
管
理
作
業
の

徹
底
が
重
要
だ
と
考
え
て
い
る
。

　

現
在
、
樹
種
選
定
の
た
め
に
、

実
験
農
場
に
お
い
て
６
種
類
の

樹
種
を
実
証
展
示
し
て
お
り
、
そ

の
結
果
を
踏
ま
え
な
が
ら
、
関
係

機
関
と
協
力
し
、
研
修
会
・
検

討
会
を
開
催
す
る
な
ど
優
良
樹

種
の
選
定
、
管
理
技
術
の
向
上

及
び
農
家
へ
の
啓
発
に
努
め
て
い

く
。

　

今
年
度
か
ら
シ
ル
バ
ー
人
材

セ
ン
タ
ー
、
さ
ね
ん
と
連
携
し
、

島
内
産
防
風
苗
の
供
給
体
制
を

整
備
し
て
お
り
、
順
調
に
い
く
と

サ
ト
ウ
キ
ビ
肥
料
助
成
に
つ

い
て

Ｂ
Ｂ
５
０
０
（
３
，
４
７

０
円
／
１
袋
）
の
半
額

助
成
と
な
っ
て
い
る
が
、
市
販
の

オ
ー
ル
14
な
ど
よ
り
高
値
で
あ

る
が
対
策
は
な
い
か
。

調
査
し
、
対
策
を
講
じ

る
。

サ
ト
ウ
キ
ビ
ト
ラ
ッ
シ
ュ
の
サ

ン
プ
ル
の
取
扱
い
に
つ
い
て

現
在
、
８
㎏
を
１
か
所

で
計
測
し
て
い
る
が
２

か
所
で
計
測
で
き
な
い
か
。

関
係
機
関
と
相
談
し
、

３
月
８
日
か
ら
サ
ン
プ
ル

を
２
か
所
か
ら
と
る
よ
う
に
決

定
し
た
。

北
海
岸
沿
い
の
防
風
対
策
に

つ
い
て北

海
岸
沿
い
の
圃
場
で

は
、
季
節
風
の
影
響
か

芋高　生三議員

総
合
行
政
に
つ
い
て

橋口　和夫議員

北
海
岸
沿
い
の
防
風
・
防
潮
対
策
は

医
療
・
福
祉
関
係
の
予

算
は
約
39
億
で
、
本
町

の
総
予
算
約
89
億
に
対
し
43
％
。

　

ま
た
、
本
町
の
透
析
患
者
は

31
人
で
１
人
１
回
の
治
療
費
は

約
５
万
円
、
年
間
一
人
あ
た
り
約

５
０
０
万
円
。
デ
イ
ケ
ア
の
費
用

は
１
人
１
回
約
８
，
０
０
０
円
と

な
っ
て
い
る
。

問

問問

問

問

問

答

答

答

答

答

答

問答
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若
者
の
年
金
離
れ
に
伴
い
未
加

入
者
が
増
加
し
て
い
る
国
民
年

金
に
お
け
る
本
町
の
加
入
状
況

は
ど
の
よ
う
に
な
っ
て
い
る
か
。

未
加
入
者
は
、
ほ
ぼ
い
な

い
状
態
で
あ
り
、
納
付

率
は
平
成
25
年
度
が
46
％
、
平

成
26
年
度
が
47
％
、
平
成
27
年

度
が
49
％
で
年
々
増
加
傾
向
に

あ
る
。
依
然
と
し
て
滞
納
者
が

多
い
の
が
現
状
で
あ
る
。

無
電
柱
化
事
業
の
導
入
に
つ

い
て

国
や
県
に
お
い
て
も
、

無
電
柱
化
に
向
け
た
取

り
組
み
が
推
進
さ
れ
て
い
る
が
、

本
町
も
奄
振
な
ど
の
有
利
な
補

助
事
業
を
活
用
し
、
導
入
に
向

け
た
計
画
書
の
策
定
は
で
き
な

い
か
。

国
に
お
い
て
も
、
無
電
柱

化
推
進
小
委
員
会
が
開

か
れ
、
全
国
２
１
９
の
自
治
体
が

参
加
す
る
「
無
電
柱
化
を
推
進

す
る
市
町
村
の
会
」
も
発
足
さ

れ
、
国
や
県
の
動
き
を
注
視
し
な

が
ら
、
検
討
を
重
ね
て
い
く
。

介
護
保
険
の
適
正
な
運
営
と
介

護
サ
ー
ビ
ス
の
資
質
向
上
対
策

は
ど
の
よ
う
に
な
っ
て
い
る
か
。

介
護
予
防
事
業
等
に
よ

る
心
身
機
能
低
下
の
予

防
、
悪
化
防
止
対
策
や
地
域
包

括
支
援
セ
ン
タ
ー
に
よ
る
介
護

サ
ー
ビ
ス
利
用
実
績
及
び
支
援

計
画
の
検
証
を
行
い
、
介
護
保

険
事
業
の
適
正
化
に
努
め
て
い

る
。

　

ま
た
、
在
宅
医
療
や
認
知
症

に
関
す
る
研
修
や
介
護
支
援
専

門
員
の
支
援
な
ど
、
資
質
向
上

に
努
め
て
い
く
。

地
方
創
世
推
進
交
付
金

を
活
用
し
、
子
供
医
療

費
助
成
事
業
の
導
入
を
図
り
、

中
学
生
ま
で
の
医
療
費
を
無
料

化
で
き
な
い
か
。

平
成
28
年
度
か
ら
、
対

象
年
齢
を
中
学
校
卒
業

年
度
末
ま
で
と
し
、
子
ど
も
医

療
費
助
成
事
業
を
実
施
す
る
予

定
と
し
て
お
り
、
今
議
会
に
関

係
条
例
と
予
算
を
提
案
す
る
。

各
年
金
団
体
が
財
政
不

足
の
危
機
に
あ
る
中
、

庁
舎
建
設
後
の
財
政
状
況
を
十

分
考
慮
し
検
討
す
る
。

総
合
運
動
公
園
の
整
備

計
画
は
ど
の
よ
う
に
な
っ

て
い
る
か
。

ス
ポ
ー
ツ
施
設
整
備
は
、

総
合
体
育
館
を
優
先
し
、

そ
の
後
に
具
体
的
な
検
討
を
行

う
。

福
祉
行
政
に
つ
い
て

少
子
高
齢
化
社
会
の
進

展
に
よ
り
、
国
や
自
治

体
の
社
会
保
障
費
の
財
政
負
担

が
膨
ら
み
健
全
な
行
政
サ
ー
ビ

ス
が
で
き
る
か
懸
念
さ
れ
る
が
、

教
育
行
政
に
つ
い
て

新
庁
舎
建
設
計
画
が
ス

タ
ー
ト
し
、
行
政
サ
ー

ビ
ス
の
拠
点
と
し
て
早
期
竣
工

が
待
た
れ
る
が
、
解
体
後
の
総

合
体
育
館
の
整
備
計
画
は
ど
の

よ
う
に
な
っ
て
い
る
か
。

現
在
、
総
合
体
育
館
建

設
に
関
す
る
可
能
性
調

査
事
業
を
行
っ
て
お
り
、
建
設
に

向
け
た
具
体
的
な
検
討
は
、
新

山下　幸秀議員

総
合
体
育
館
の
整
備
計
画
は

経
営
と
な
っ
て
お
り
、
本
町
生
産

農
家
は
要
件
に
合
わ
ず
事
業
参

加
を
見
合
わ
せ
て
い
た
が
、
Ｔ
Ｐ

Ｐ
対
策
な
ど
か
ら
要
件
が
緩
和

さ
れ
た
た
め
、
本
町
で
も
１
月

29
日
に
和
泊
町
畜
産
ク
ラ
ス
タ

ー
協
議
会
を
設
立
し
、
現
在
は
、

事
業
参
加
に
向
け
た
作
業
を
進

め
て
い
る
。

　

農
協
が
実
施
し
て
い
る
簡
易

牛
舎
整
備
は
、
今
年
度
１
件
整

備
予
定
で
、
来
年
度
は
５
件
程

度
整
備
見
込
み
で
あ
る
。

幼
児
教
育
に
つ
い
て

来
年
度
か
ら
各
こ
ど
も

園
で
３
才
児
保
育
が
開

始
さ
れ
る
が
、
和
泊
幼
稚
園
で

も
３
才
児
保
育
が
で
き
な
い
か
。

来
年
度
か
ら
、
町
内
３

つ
の
こ
ど
も
園
で
３
才
児

の
幼
稚
園
部
（
半
日
）
の
受
け

入
れ
が
開
始
さ
れ
、
町
民
支
援

課
に
お
い
て
受
付
け
て
お
り
、
そ

の
申
し
込
み
は
７
名
と
聞
い
て
い

る
。

　

３
才
児
の
幼
稚
園
教
育
の
重

要
性
は
認
識
を
し
て
お
り
、
そ
の

必
要
性
の
観
点
か
ら
、
現
在
の

施
設
と
職
員
体
制
で
受
け
入
れ

可
能
で
あ
る
３
つ
の
こ
ど
も
園
に

お
い
て
受
け
入
れ
を
行
う
こ
と
と

し
た
。

　

和
泊
幼
稚
園
の
３
才
児
保
育

は
、
３
才
児
ク
ラ
ス
を
新
設
す
る

た
め
に
は
職
員
の
増
員
配
置
が

必
要
と
な
る
こ
と
や
、
ク
ラ
ス
を

増
設
す
る
だ
け
の
園
児
数
が
確

保
で
き
な
い
状
況
で
あ
り
、
現
段

問

問

問

問

問

問

問

答

答

答

答 階
で
は
３
才
児
ク
ラ
ス
を
新
設

す
る
こ
と
は
難
し
い
と
考
え
て
い

る
。

　

今
後
と
も
園
児
数
の
動
向
を

注
視
す
る
と
と
も
に
、
関
連
す
る

こ
ど
も
園
の
受
け
入
れ
状
況
に
つ

い
て
町
民
支
援
課
と
連
携
を
と
っ

て
、
子
育
て
支
援
対
策
を
講
じ

て
い
く
。

答

答 答
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平成28年度　当初予算可決
総額　88億 9,802万2千円

　平成28年度の一般会計予算及び、特別会計予算は、予算審査特別委員会に付託審査され、最終本会議に
おいて、原案のとおり可決されました。

一般会計総額　59億5,959万6千円
（単位：千円）

款
本年度
予算額

前年度
予算額

比較
本年度予算の財源内訳
特定財源 一般財源国県支出金 地方債 その他

議会費 ８４，９１９ ９２，３８７ −７，４６８ ８４，９１９

総務費 ６９７，１５４ ７０２，２３６ −５，０８２ ２５，７９３ ７９，５００ ５４，３０１ ５３７，５６０

民生費 １，１９４，３５８ １，１０９，３５７ ８５，００１ ４０２，０２２ １３，２００ ４９，８１９ ７２９，３１７

衛生費 ４５４，４２９ ４９１，２３４ −３６，８０５ ４１，０６４ １，４００ ８，７８５ ４０３，１８０

農林水産業費 ９１４，８１９ ９９０，４１６ −７５，５９７ ３５２，６５２ ６２，８００ ４４，５２８ ４５４，８３９

商工費 ５４，０７０ ４２，９５４ １１，１１６ ４，８５３ ８，２２３ ４０，９９４

土木費 ７６０，２３４ ８３１，５３９ −７１，３０５ ３０４，２０６ ２１０，５００ ５，１１６ ２４０，４１２

消防費 １４６，７２４ １５８，７４１ −１２，０１７ ５，４００ １４１，３２４

教育費 ４３７，７６１ ４６１，４７９ −２３，７１８ ８，１８３ ２８，１００ １１，１７２ ３９０，３０６

災害復旧費 ４６３ １，４２５ −９６２ １ ４６２

公債費 １，２０１，９４７ １，１９６，０３５ ５，９１２ １，２０１，９４７

諸支出金 ２，００５ ２，００５ ０ ２，００５

予備費 １０，７１３ １０，９９４ −２８１ １０，７１３

合　計 ５，９５９，５９６ ６，０９０，８０２ −１３１，２０６ １，１３８，７７４ ４００，９００ １８１，９４４ ４，２３７，９７８

特別会計総額　29億 3,842万6千円
（単位：千円）

款 本年度
予算額

前年度
予算額 比較

本年度予算の財源内訳
特定財源 一般財源国県支出金 地方債 その他

国民健康保険
特別会計 １，２４３，７７８ １，２０２，１６９ ４１，６０９ ４２６，０６２ ４６８，７８１ ３４８，９３５

介護保険
特別会計 ９２６，０７４ ８５４，８６２ ７１，２１２ ３９６，０８２ ２４９，８９５ ２８０，０９７

後期高齢者
医療特別会計 ８０，１２４ ８１，０６８ −９４４ ７４６ ７９，３７８

下水道事業
特別会計 １９９，４５２ ２１１，２９７ −１１，８４５ ２５，３００ １７４，１５２

農業集落排水
事業特別会計 ２８８，９０９ ３１６，８６９ −２７，９６０ ６７，７１６ ５２，７００ １６８，４９３

奨学資金
特別会計 ７，９８１ ７，８４２ １３９ ７，９８１

水道事業会計
(収益的事業 ) １９２，１０８ １９２，８０５ −６９７ １９２，１０８ ０

合　計 ２，９３８，４２６ ２，８６６，９１２ ７１，５１４ ８８９，８６０ ７８，０００ ９１１，５３０ １，０５９，０３６
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ト
ピ
ッ
ク
ス

経済建設委員会活動報告

　２月４日、県議会議員の禧久先生、林先生、本町土木課、沖永良部事務所職員、本町経済建設委員会で採
択となった『玉城字内　県道「瀬名・和泊線」と町道「平瀬線」との交差点改良』の陳情について現地確認及
び協議を行った。
　後日、同陳情について町からの処理経過及び結果の報告を受理し、まず町道の交差点の改良から取り組み、
事業効果を発揮するには、県道の見通しの悪いカーブ区間の解消も必要であるため、今後県と連携して事業化
に向けた協議・検討する報告となっており、経済建設委員会では今後も早期改善に向けて、町、県へ要請活動
を継続して行っていく。
　※活動の様子は表紙に掲載

総務文教委員会活動報告

　２月19日、閉会中の調査事項である①「循環型エコのまち
づくり事業」、②「世之主没後600年祭関連事業」について、
関係団体、関係課を招いて、調査を行った。
　①は、和泊エコ石灰の実証結果をもとに、確実に安全な商
品としての販売、補償問題など慎重な見極めが必要であること
や外装材は、夏の台風襲来後まで調査し、販売する旨の報告
を受けた。
　②は、今年度実施された「えらぶ世之主伝説」わらんちゃや
んばる体験交流プロジェクトの実績報告及び町内遺跡発掘調
査の経過報告、えらぶ世之主没600年記念シンポジウムの計画等の報告を受けた。
　両事業とも今後も継続調査が必要であり、今後の事業展開を注視していく。

全国町村議会議長会表彰（伝達）

　鹿児島県町村議会議長会の定期総会において、和正巳議
員及び伊集院徳二議員が町議会議員として多年 (満15年以
上）にわたり在職し、地域の振興発展に寄与された功績に対
し全国町村議会議長会会長より表彰（伝達）が行われました。
　和　正巳議員　　　在職年数　満15年５カ月
　伊集院　徳二議員　在職年数　満15年10カ月

沖永良部・与論地区議会議員大会の採択議題の県への要望提出

　２月16日、沖永良部・与論地区議会議員大会で採択された
議題を県に対して和泊・知名・与論町議長から、要望提出を
行った。
　要望提出時には、県議会議員の禧久先生、林先生も同席、
ご助言等をいただき、県担当課に対して、外海離島の条件不
利性の状況を踏まえながら、南三町の直面している課題の解
決に向けて要望活動を行った。
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編
集
後
記

か
い
季
節
の
到
来
と
同

時
に
、
新
年
度
を
迎

え
、
本
町
の
児
童
生
徒
も
希
望

と
夢
を
胸
に
新
学
期
が
ス
タ
ー

ト
し
、
子
ど
も
達
の
益
々
の
活

躍
に
ご
祈
念
申
し
上
げ
ま
す
。

　

さ
て
、
議
会
で
は
平
成
28
年

第
1
回
定
例
会
が
３
月
８
日
か

ら
９
日
間
の
日
程
で
開
催
さ
れ

ま
し
た
。
平
成
28
年
度
当
初
予

算
（
案
）
は
、「
予
算
審
査
特

別
委
員
会
」
を
設
置
し
、
各
委

員
が
活
発
な
質
疑
を
各
課
担
当

に
行
い
、
結
果
全
て
の
予
算
案

が
議
決
さ
れ
ま
し
た
。

　

議
決
し
た
以
上
は
、
執
行
部

と
伴
に
、
予
算
の
執
行
、
事
業

の
実
施
に
あ
た
っ
て
は
議
会
に

も
同
じ
責
任
が
あ
り
ま
す
。
今

後
も
よ
り
一
層
厳
し
く
行
政
を

チ
ェ
ッ
ク
し
、
子
ど
も
た
ち
が

夢
の
持
て
る
和
泊
町
の
実
現
に

頑
張
っ
て
ま
い
り
ま
す
。

（
文
責　

平　

勝
美
）

暖議
　
　
長	

和
　
　
正
巳

議
会
報
編
集
委
員

委
員
長	

沖
　
　
　
充

副
委
員
長	

橋
口
　
和
夫

委
　
　
員	

平
　
　
勝
美

　
同
　
　
　	

中
田
　
隆
洋

第24回沖永良部・与論地区議会議員大会
　沖永良部・与論地区議会議員大会が、２月３日、和泊町防災拠点施設やすらぎ館で開催され、三町からそ
れぞれ議題の提出があり、全会一致で採択され、国や県、関係機関等への陳情活動が展開された。

　本町提出議題
　「定期航空路線の開設について」　
　沖永良部島は鹿児島本土から遠隔地（540ｋｍ）にあるため、島民の多
くは航路による「沖永良部～沖縄」間(188ｋｍ）を生活路線として利用し
ております。また、本土在住の本島出身者も格安航空の普及に伴い、帰省
に際し各都市などから那覇空港経由で帰途に着く交通手段が多くなってま
いりました。
　一方で、このように、「沖永良部～沖縄」間が航路のみとなっておりますことは、島民や帰省客、出張員のア
クセスに大きな不便をきたしているのが実状であります。
　さらには、奄美・琉球世界自然遺産の登録に向け、琉球弧への観光客増加が見込まれる中、沖永良部島
と与論島、喜界島は登録対象外となっていることに加え、沖縄からの直行便・乗継便がない沖永良部島にお
いては観光客誘致においても厳しい状況が予想されるところであります。
　「沖永良部～那覇」間の航空路については、平成９年頃からＲＡＣ株式会社による運航がなされましたが、
運航に対する規制強化の影響を受け機材の変更や不安定な運航、運賃の値上げによる利用者の減少から撤
退となり、その後、第一航空株式会社による運航がなされたものの、割高運賃と併せ小型飛行機による週３～
４日の不定期便という不便さから、またも利用者の減少を招き撤退を余儀なくされたという経緯がありますが、
平成25年実績では、沖縄から沖永良部への入込客数は１４，４１５人となっており、那覇空港から直行便の就
航している奄美の１１，３８７人と比較しても３，０２８人多い状況にあります。
　これらを踏まえ、全国沖洲会、沖永良部島観光連盟及び両町において、「沖縄～沖永良部間の定期航空便
就航を求める署名」運動が展開され、ＲＡＣ株式会社に対し島民・島出身者等の熱い思いを伝えてまいりまし
たが、未だ願いは解決されておりません。
　このようなことから、離島航空路線は地域間の連携・交流にとっ
て必要不可欠であると考え、国・県・奄美群島市町村、そして航空
会社の連携の下、「那覇～沖永良部～徳之島」路線、若しくは現在
運航中の「那覇～与論」・「那覇～奄美」線を延長する等の路線に
ついて奄美群島振興交付金（空港需要喚起対策事業）による実
証実験を実施し、谷間となっている航空アクセスの格差解消を強く
要望いたします。
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